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「失われた 10 年」とライフ コ ー ス

一 2005 年 SSM 調査 の 分析 か ら一

岩井八 郎（京都大学）

1．研 究の 課題

　バ ブル 景気 が崩壊 した 1990 年 代初頭か ら

2000 年代初頭 に か け て の lo 年余 り の 期間 は 、

1失 われ た 10 年」 と称 され て い る 。 こ の 時期

を ラ イ フ ：：1・一一ス の 観 点か ら見 る と、戦後の 日本

社会 に適合的 で あ っ た 人生モ デル の 自明性 が

火き く崩れて きた時期 で ある。 1973 年 の 石 油

危機 に よ っ て 戦後 の 高度成 長 に幕 が下 ろされ

たが 、そ の 後 の 低成長 時代 を乗 り切 っ た 臼木社

会 は 、
90 年代 に至 る まで 国際的 に は安定 し た

シ ス テ ム だ とみ な され て きた。日本 人 の 人生パ

タ
・一一・ン を見て も、1970 年代 か ら 90 年代初 め頃

まで 、男性 の 場合 、 教育か ら職業 へ の 以 降が ス

ム ーズ で あ り 、 失業 率 も低 く、定年 まで の職 業

が保 障 され て い た 。 ま た 高齢者 の 就業率 も高 く、

定年退職後の 年金制度 も安定 して い た 。 女性 に

つ い て も 、 既 婚女性 の 就業率が 上昇 して きたが、

M 字型就 業 パ タ
ー

ン の 持続 が示 す よ うに 、性別

役割分業型 の 人生 モ デ ル が維 持 され て い た。し

か し 1990年代半ば以 降に な っ て 、 日本にお い

て も変化 を示 す現象が 顕在化 して きた 。

　 高齢者 の 経済的 地位 と家族 関係 に 生 じた変

化 と 30 歳 まで の 女性 の ライ フ コ
ー

ス の 変化 に

つ い て 、 す で に 2005年 SSNI調査 を用 い た研 究

結 果を 報告 した （岩井 2008a，　b）。本 報告は 、

30 歳代前 半ま で の 男性の ライ フ コ ー
ス の 変化

に焦点 を当て る。女性 の 分析 と同様 に 、「失わ

れ た 10 年」 に 20 歳 代 を過 ご した 1970〜74 年

出生 コ ーホ ー トの ラ イ フ t−一ス に注 目 し た 分

析結果 を検討す る。 1970〜74 年 出生 コ ーホ ー

トに は 、戦後 の 第二 次 ベ ビ ーブ ーム 世 代が 含 ま

れ て お り、こ の 入 口 規 模 の 大 き い コ
ー

ホ
ー

トが 、

　 「バ ブ ル 経 済」 が 崩壊 し た 後 の 1就職氷 河期

と呼 ばれ た時期 に職業生活 を開始 した。こ の 時

期 か ら、高学歴 化が 急 速 に進 行す る
一

方 で 、非

正 規雇 用 の 拡大や 格差の 拡大 な ど 、 若者層 に お

け る 職業的キ ャ リア の 不 安定化 が 活発 に議論

され て き た 。 木報告 で は 、 2005 年 SSM 調査 の

職業経歴 デー
タ の 分析結果 の 中に 、 ど の よ うな

特徴 が あ らわ れて い るの か を明 らか に し た い 。

そ して 、女性 と1高齢者 に関す る研究結果 ととも

に 、近年 蓄積 され つ つ ある ラ イフ ＝1・・一ス の 比較

研究 の 成果 の 中に、「失 われ た 10年 」 に お い て

生 じた、わが国の ライ フ コ
ー

ス の 変化 を位置づ

けたい 。

2 ．グ ローバ ル 化とライフ コ
ース の 比較研 究

　ライ フ コ ー
ス 研 究で は、1970 年 代 よ り欧米

先進諸国で顕 在化 し て きた入 生 パ タ
ーン を 「ポ

ス ト
・フ rd・一デ ィ ズ ム 型 ラ イ フ UV −−

」〈」 と呼ぶ

場合 がある。 ・般 的に は 、以 下 の よ うな現象 が

指摘 され て い る 。

　若者 は 、学校卒業後 に最初 に就 い た仕事 に定

着せ ず 、再教育や、失業 の ため に しば しば職業

生活 を中断す る 。 1 つ の 会祉や同 じ職 種で長期

間働 き続 ける者 も少な くな り、早 期退 職 が奨励

され る。一生 の 中で職業生活 を営む 期 問が短 く

な る。転職 も増加す るが 、下降移動 も生 じやす

くな り、所得格差が 拡大す る。教 育 レベ ル の 低

い 若者 や中高年 、外国人労働者 で 失業率が 高ま

る。家族形成 に 関 し て 、初婚年 齢が 上 昇 し、非

婚 の カ ッ プ ル が増加す る。子 ど もを持 つ 年齢 も

遅れ 、子 ども数が 減少 し、離 婚 の 増加 と ともに、

単親 世 帯 で 育っ 子 どもが 多 くな る 。 少 子 高齢化

と い う入 口構成 の 変化 の 結果 、生活保 障制度 の

基 盤 が 弱 化 し て 、高齢者 の 生活 水準 も劣化 す る。

とく に重要 な側 面 は 、女性 の 教 育 と職業上 の 地

位 の 向一Lで あ る。女性 の 教育水 準が 男性 を凌 ぐ

よ うに な り、職業 資格 も多 く取得 し て 、職業生

活 も長 くな り、性 別 役 割 分業 に よ っ て 区分 され
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て きた家庭 と職揚 の 境界が あ い ま い に な る。

　 こ の よ うな ラ イ フ コ
ー

ス の 変化 を もた らす

要 因 と して 、本報 告で は グ ロ
ーバ ル 化 に着 目す

る 。 グ ロ・・一バ ル 化 は、もはや 手垢 の つ い た ター

ム で あるが、ライ フ コ
ー

ス の 比 較研究 におい て

も、市場 の 国際化 、規制緩 和 （撤廃 ）・民営化 ・

自由化 に よる競争 の 激化、新 し い 情 報 ・コ ミ ュ

ニ ケーシ ョ ン 技術 の 発展 と知識 の グ m 一バ ル

なネ ッ トワ ークの 普及、市揚経済の 重要度 の 高

ま りと予 測不可能性の 増大 な どが 、 個入 の 入 生

の そ れ ぞ れ の 局 面 で 不確実性 を増大 させ る と

仮定 され て い る。「失われ た 10 年」 もグ ロ ・
一一バ

ル 化 が急速に進行 した 時期 に重 な っ て い る。

　 た だ し、こ れ らの 要因に よ っ て 各 国が 類似の

方 向に 変化 す る と ス ト レ ー トに 予想 す る こ と

で きな い 。実証研究 の 成果 は、む しろ各国 の 差

異 が明確 にな っ て きた点 を示 し て い る。各 国が

固有 に発 展 させ て きた諸制 度 が フ ィ ル タ
ー

と

な っ て 、グ m 一バ ル 化に ともな う変化 を個別 に

方 向付 け る。こ の 「経路依存性 」 が あ るた め に

ライ フ コ
ー

ス の 変化 も各国 で異 なる 。 制度 的 フ

ィ ル タ
ー として 、以 下 の 4 点が考察の 対象 にな

る 。 第 1 が 、 雇用 シ ス テ ム の 開放度 、第 2 が、

教育機会の 拡 大 の 程度、第 3 が福祉 レ ジーム 、

第 4 が 家族 ・教育 ・雇用 と の 相互 依存関係 で あ

る （Blossfeld 　et 　al ．2005）。 2005 年 SSM 調

査 の 分析結果 も 、 こ の よ うな文脈 の 中で 検討す

る こ とに なる 。

3 ．1970〜74 年出生の学 歴別ライフ コ
ー

ス

　20e5 年 SSM 調査 の 職業経歴デー
タ を用 い た

分析結果 の 中 か ら、ig70〜74 年 出生 の 大卒男

性 に 関す る 分析 結果 を紹介 し て お き た い 。

　 図 1 は 、従業 上 の 地位 、従業先規模、従業先

移動 の 3 つ の 指標 を基 に して 、23 歳 か ら 3G 歳

ま で の 職 業的 地位 の 変化 を描 い て い る。図は 、

次の よ うに読 む 。 た と えば 25 歳 の とき 、
41％

が 正 規雇用 で 最 初の 従業 先で 働 い て お り、そ の

従 業先 の 規 模 は 、
3GO 人 以 上 で あ る。また 正 規

雇用 で 最初 の 従業先で 働 い て い て 、 そ の 規模 が

3GO 人未溝 の 者 が 22％ で ある。非 正 規や無職 は

少 な い 。30 歳 で は 、「正規 雇用 ・300 人以上 ・

従 業先 11 「正 規雇用 ・3 0 人未満 ・従業先 1 」

の 割合 が低 下 して 、「正 規雇 用 ・300 人未満 ・

従業先 2 以上」 が 24％ に増加 して い る。図か

ら、25 歳か ら 30 歳 まで に最 初 の 従業先か らの

移動が 増加 して 、正 規雇用 で 300 人 未満の 規模

へ の 移動が多い こ とが わか る 。 図 2 と比較する

と 、
ig65〜69 年出生 と 1970〜74 年出生の 間で

大 学卒男性 の 職業経歴 に お い て 変化が 生 じ て

い るこ とが読み取れ る。従 業先 の 移動が 増加 し

て い るが 、移動 は 300 人未満 に限定 され るよ う

にな っ て い る。報告 で は 、高校 卒 も含 め て 、さ

らに詳細な分析結果 を取 りE げ る予 定で ある。
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